
日時：平成２８年２月２５日（木）　午後１時１５分

場所：米子市役所・議会第１会議室（本庁５階）

日     程

１  開会

２  会長あいさつ

３　市長あいさつ

４  会議録署名委員の指名

５  協議・報告

(1)　事業報告
(2)　国保制度改革について
(3)　その他

６  その他

７  閉会

平成２７年度第1回米子市国民健康保険運営協議会



５　協議・報告

（１）　事業報告（平成２６年度決算及び平成２７年度現況）

１　概況

２　保険給付

３　保険料収入について

４　決算状況

５　赤字解消に向けての進捗状況
　昨年の運営協議会で諮問をいただいた保険料率の改定については、平成２７年３月議会で議
決し、平成２７年度保険料を改定しました。当初調定で一人当たり調定額は４．７％の増加となりま
した。これは、一人当たりの所得が伸びるものと想定していましたが、減少となったためです。現年
調定総額も被保険者数の減少を受け約１，７００万円の増加になると見込んでいます。

①収納対策について
　本年度は現年度分収納率９０．０％を目標としているところですが、１月末現在の収納状況から
推計すると目標とする収納率の達成は困難な状況にあります。前年度と比べ現年度収納率の低
下した要因の一つとして賦課方法の変更があり、今後多少の改善が見込まれます。
　今年度は、体制強化の準備、基幹業務システムの更新、滞納管理システムの更新、事務の見直
し、徹底した職業調査を実施してきたところです。
　平成２８年度には、組織再編を計画し人員の増加、徴収に特化した体制作りを実施します。ま
た、コンビニ納付、クレジット納付を開始し、口座加入促進と併せ納付しやすい環境づくりに取り組
みます。

　平成２７年度については、歳入１７５億４，０９７万３千円に対し、歳出１７８億８，８６２万４千円で、
差引３億４，７６５万１千円の歳入不足を見込んでいます。単年度で５，９４６万３千円の黒字となり
ます。これには一般会計からの法定外繰入れは見込んでおりません。

　平成２６年度国民健康保険事業特別会計の決算は、歳入１５６億１，５０６万０千円に対し、歳出１
６０億２，２１７万４千円で、差引４億７１１万４千円の歳入不足となりました。この赤字部分につきまし
ては、前年に続き平成２７年度の歳入を繰上充用することにより補てんしています。この中には、
平成２５年度に生じた歳入不足３億３８８万９千円を繰上充用したことが影響しており、単年度で見
ると、１億３２２万５千円の赤字となります。一般会計から１億５千万円の法定外繰入をしています
が、単年度の赤字が増えることになりました。

　本市の人口は約１５万人でここ数年推移しています。平成２６年度の国民健康保険世帯数と被
保険者数の年間平均は、２１，５５０世帯、３４，９５７人と、ともに減少傾向が続いています。今年度
上半期を見ても減少傾向が止まらない状況にあります。
　年齢構成を見ますと、６５歳以上の高齢者の割合は、平成２６年度で４０．８％であり、ここ数年
２％ずつの増加傾向が続いています。平成２３年度に急増した退職被保険者等は団塊の世代が
６５歳を超え始めたこと、年金受給開始年齢が６５歳からとなることに伴い制度上新規の適用をしな
くなったことから、急激な減少傾向を示しています。

　平成２６年度の現年度分調定額は、前年比約１億円の減少となりました。一人当たりの所得は増
加しましたが、主な要因として軽減制度の拡充により５割軽減該当世帯が増加した点と加入者が
約８００人減少したことです。平成２７年度の調定額は保険料率等の改正により増加しました。

　平成２６年度の現年度分収納率は８８．９５％であり、前年度から０．０８ポイント上昇にとどまり、保
険料の収入としては、約１億８００万円の減収となっています。

　平成２６年度の医療給付は、１人当たり医療費が３５１，４９７円でした。前年と比べ９，８３９円（２．
９％）の増加となります。保険給付費総額としては１０６億２千万円となり、前年比８千万円の増加と
なりました。平成２７年度については、１人当たり医療費は増加するものの、保険給付費総額が上
半期では１％程度の増加傾向でしたが、１１・１２月は前年同時期より減少しており全体としては昨
年より減少するものと見込みました。
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６　まとめ
　平成２６年度は、１人当たりの所得金額は増えているものの、今後の動向は不確定である。また、
国民健康保険加入者の減少が著しく軽減制度の改定から対象世帯が増加し保険料収入の減少
につながった。保険給付費については、高齢社会の急速な進展による医療費の増加及び医療の
高度化から増加している。介護納付金、後期高齢者支援金も実質の増加傾向にある。
　平成２７年度は、保険料率の改定により一定の保険料収入の確保が見込まれる。また、基盤安
定繰入金（保険者支援分）の改定及び保険財政共同安定化事業の制度改正により歳入が増加
し、単年度での黒字収支が見込まれる。
　今後も累積赤字解消に向けて保険料収納率の向上による歳入の確保、保健事業の推進、医療
費の適正化による医療費の抑制により改善に努めていきたいと考えます。

②保健事業の推進・医療費の適正化について
　平成２７年１１月に健康保険協会鳥取支部と包括連携協定を結びました。これにより、相互に協
力し特定健診・がん健診の受診勧奨に力を入れ、また、より確かな医療費分析を行なうことで医療
費の削減に努めます。
　保健事業として実施している「糖尿病性腎症等重症化予防事業」「受診行動適正化事業」につ
いては、現在の効果として評価することは難しいところですが、国の助成を受けながら引き続き実
施してまいります。
　ジェネリック医薬品につきましては、勧奨通知を発送しているところであり、一定の効果が上がっ
ています。米子市国保での後発品普及率は平成２７年９月受診状況で数量ベース５２．３％であ
り、全国の５６．２％よりは下回りますが、順調に増加している状況です。
　第三者求償については今後損害保険関係団体との覚書を締結し、求償事務の強化に努めま
す。
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１　国保の現状

・構造的な課題と対応 制度資料１

・財政の現状 制度資料２

２　法案の成立

（平成２７年５月２７日成立、２９日公布） 制度資料３

３　国の財政支援 制度資料４

保険者支援：公費1,700億（国1/2・県1/4・市1/4）…２７年度から低所得者に係る支援の強化

国保財政基盤強化：1,700億(29年度以降の後期・被用者全面総報酬割）について

・平成27年度から

　200億で財政安定化基金の積立てを開始、2,000億円を29年度までに積み上げ

・平成30年度から

　①調整交付金の増額による財政調整機能の強化

　②自治体の責めによらない要因による医療費増に対する財政支援の強化

　③保険者努力支援制度

　④財政安定化基金の創設

　⑤超高額医療費共同事業への財政支援の拡充

４　国保の広域化 制度資料５

米子市 特別会計 鳥取県 特別会計
歳　入 歳　出

国保給付費等交付金 国保給付費等交付金

被保険者 保険料

保険料率の決定 標準的な保険料率

歳　出 歳　入

調整交付金（9%）

療養給付費負担金（32%）

調整交付金（保健事業分）

繰入金（9%） 県一般会計

国保事業費納付金 国保事業費納付金

医療機関 療養給付費

運営協議会設置 運営協議会設置

賦課・徴収・給付 財政運営の責任主体

保健事業の実施 国保運営方針（県内の統一的方針）

国

（２）国保制度改革について

「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律」
の概要

　　　　　　　共　同　で　運　営　す　る　　共　同　保　険　者
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（３）その他

今後の制度改正について

1 保険料賦課限度額の変更

　平成２８年度は基礎賦課額分を２万円引き上げて５４万円に、後期支援分を２万円引き上げて

１９万円となります。介護納付金分は１６万円で据置となりますので、最高額は８９万円となります。

2 保険料軽減区分の見直し

　現在世帯の所得状況と人数に応じて、応益割の２割・５割・７割軽減がなされていますが、

この軽減対象となる限度額の被保険者数に掛ける金額が見直されます。

3 入院時食事療養費の見直し

　課税世帯の自己負担額が現在の１食当たり２６０円から、４６０円に改正されます。

ただし、平成２８年度・平成２９年度は３６０円となります。

参考

　保険料率等の経過
平成26年度 平成27年度

所得割額 7.31% 7.83%

資産割額 16.40% 据え置き

均等割額 21,500円 23,600円

平等割額 21,500円 23,200円

賦課限度額 51万円 52万円

所得割額 2.30%

資産割額 9.60%

均等割額 8,000円

平等割額 7,500円

賦課限度額 16万円 17万円

所得割額 1.95% 2.29%

資産割額 9.60% 据え置き

均等割額 9,200円 9,500円

平等割額 4,800円 5,100円 

賦課限度額 14万円 16万円

　軽減判定区分の経過

７割軽減

２８年度 ３３万円 ３３万＋　26.5万×被保数 ３３万＋　48万×被保数

２７年度 ３３万＋　26.0万×被保数 ３３万＋　47万×被保数

２６年度 ３３万＋　24.5万×被保数 ３３万＋　45万×被保数

２５年度 ３３万＋　24.5万×被保数 ３３万＋　35万×被保数
（25年度は被保数に世帯主を含まない）

据え置き

19万円

据え置き

54万円

据え置き

平成28年度

介護納付金
賦課額

（40歳～64歳
の方）

区　　分

５割軽減 ２減軽減

据え置き

据え置き

基礎賦課額
（医療分）

後期高齢者支
援金等
賦課額
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平成２７年度第１回

資料１ 国民健康保険事業総括表

資料２ 国民健康保険料(税)収納状況

資料３ 平成２６年度国民健康保険事業特別会計決算

資料４ 平成２７年度国民健康保険事業特別会計決算見込み

資料５ 国民健康保険事業費目別収支決算状況及び見込み

資料６ 保健事業について

資料７ （別冊）国保制度改革について

米子市市民環境部保険年金課

平成28年2月25日

米子市国民健康保険運営協議会　説明資料

資料名



国民健康保険事業総括表

全市 世帯数（Ａ） 世帯 65,361 64,945 64,591 64,151

（年間平均） 人　口（Ｂ） 人 149,587 149,954 150,105 150,213

国保 世帯数（Ｃ） 世帯 21,148 21,550 21,854 22,154

（年間平均） 一般 世帯 20,343 20,610 20,166 20,404

退職 世帯 805 940 1,141 1,207

混合 世帯 400 449 547 543

被保険者数（Ｄ） 人 33,912 34,957 35,807 36,628

一般 65歳未満 人 17,955 18,844 19,821 21,059

65歳～69歳 人 7,539 7,461 7,122 6,748

70歳～74歳 人 6,822 6,795 6,601 6,486

一般合計 人 32,316 33,100 33,544 34,293

退職被保険者等 人 1,595 1,857 2,263 2,335

介護２号被保険者数（Ｆ） 人 11,143 11,678 12,499 13,266

加入率 国保 世帯 （Ｃ）／（Ａ） ％ 32.36 33.18 33.83 34.53

被保険者 （Ｄ）／（Ｂ） ％ 22.67 23.31 23.85 24.38

介護 被保険者 （Ｆ）／（Ｂ） ％ 7.45 7.79 8.33 8.83

賦課限度額 円 520,000 510,000 510,000 510,000

円 170,000 160,000 140,000 140,000

円 160,000 140,000 120,000 120,000

保険料率等 所得割 ％ 7.83 7.31 7.31 7.31

資産割 ％ 16.4 16.4 16.4 16.40

均等割（１人当たり） 円 23,600 21,500 21,500 21,500

平等割（１世帯当たり） 円 23,200 21,500 21,500 21,500

所得割 ％ 2.30 2.30 2.30 2.30

資産割 ％ 9.60 9.60 9.60 9.60

均等割（１人当たり） 円 8,000 8,000 8,000 8,000

平等割（１世帯当たり） 円 7,500 7,500 7,500 7,500

所得割 ％ 2.29 1.95 1.95 1.95

資産割 ％ 9.60 9.60 9.60 9.60

均等割（１人当たり） 円 9,500 9,200 9,200 9,200

平等割（１世帯当たり） 円 5,100 4,800 4,800 4,800

保険料調定額 一般 千円 1,978,945 1,941,844 1,989,667 2,011,226

(現年賦課分） 退職 千円 80,853 92,351 117,790 118,699

当初状況 一般＋退職 千円 2,059,798 2,034,195 2,107,457 2,129,925

一般 円 60,844 58,063 58,828 57,934

退職 円 50,691 49,359 51,369 50,791

一般＋退職 円 60,369 57,602 58,354 57,483

一般 円 94,936 91,917 94,025 93,437

退職 円 102,866 100,710 105,641 100,422

一般＋退職 円 95,224 92,283 94,607 93,800

一般 千円 648,201 675,901 683,723 692,118

退職 千円 27,030 32,842 41,590 41,955

一般＋退職 千円 675,231 708,743 725,313 734,073

一般 円 19,929 20,210 20,215 19,937

退職 円 16,947 17,553 18,138 17,952

一般＋退職 円 19,790 20,069 20,083 19,811

一般 円 31,096 31,994 32,310 32,154

退職 円 34,390 35,814 37,301 35,494

一般＋退職 円 31,216 32,153 32,560 32,328

千円 254,368 244,305 256,331 270,746

円 22,524 20,433 20,149 20,084

円 26,224 23,960 23,789 23,890

合計 一般＋退職 千円 2,989,397 2,987,243 3,089,101 3,134,744

２５年度２７年度

１人当たり

内

訳

２４年度

１世帯当たり

後期

介護

医療

H27年度は
12月現在

単位
※印の項目の平成２７年度数値

は見込みのものとなります項  目

内

訳

基礎賦課額（医療分)

後期高齢者支援金等賦課額

１人当たり

１世帯当たり

一般＋退職

介護

１世帯当たり

後期

１人当たり

医療

介護納付金賦課額（介護分)

２６年度

資料 １ 

※

※ 

※ 

※ 

資料１－7



２５年度２７年度 ２４年度単位
※印の項目の平成２７年度数値

は見込みのものとなります項  目 ２６年度

※ 収納率 一般 ％ 88.79 88.56 88.38 88.20

退職 ％ 95.84 94.94 95.16 94.95

一般＋退職 ％ 89.15 88.95 88.87 88.74

一般 ％ 33.00 32.29 32.56 29.34

退職 ％ 41.00 41.02 43.75 39.10

一般＋退職 ％ 33.23 32.57 32.96 29.69

一般 ％ 78.36 77.59 77.32 75.96

退職 ％ 89.51 89.13 89.73 89.40

一般＋退職 ％ 78.88 78.24 78.12 76.93

療養諸費 一般 円 360,618 348,728 337,228 319,645

（１人当り） 退職 円 447,697 400,861 407,320 392,808

全体 円 364,703 351,497 341,658 324,309

高額療養費 一般 件 14,730 14,575 13,770 13,277

千円 1,174,320 1,163,176 1,094,919 1,075,943

退職 件 776 804 968 891

千円 96,660 89,882 109,694 106,149

出産育児一時金 件数 件 143 134 154 143

金額 千円 59,416 55,906 63,989 59,388

葬祭費 件数 件 220 223 196 216

金額 千円 4,400 4,460 3,920 4,320

介護納付金 納付金額 千円 672,593 766,227 794,098 759,396

人 12,233 12,965 13,660 13,942

２号被保険者１人当り負担額 円 62,120 63,270 59,588 56,366

財政 歳入合計 千円 17,540,973 15,615,060 15,558,894 15,243,461

歳出合計 千円 17,888,624 16,022,174 15,862,783 15,446,041

歳入歳出差引 千円 -347,651 -407,114 -303,889 -202,580

年度末基金残高 千円 1,940 1,940 1,939 1,938

保健事業 対象者数 人 25,409 25,967 26,036 26,468

受診者数 人 7,766 7,778 7,746 7,717

受診率 30.6% 30.0% 29.8% 29.2%

対象者数 人 723 723 613 613

受診者数 人 196 190 183 236

受診率 27.1% 26.3% 29.9% 38.5%

対象者数 人 131 131 150 135

受診者数 人 20 22 28 30

受診率 15.3% 16.8% 18.7% 22.2%

申込者数 人 4,398 4,845 4,481 4,265

受診者数 人 3,640 3,632 3,322 3,186

受診率 82.8% 75.0% 74.1% 74.7%

特定保健指導
（積極的）

特定健診

人間ドック事業

特定保健指導
（動機付）

計算の基礎となった２号被保険者数

滞納繰越分

現年賦課分

現年賦課分
＋

滞納繰越分

※ 

※ 

※ 

※ 

※ 

※ 

※ 
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（単位：円）

金額 前年度対比 金額 前年度対比 金額 前年度対比 金額 前年度対比 金額 前年度対比

現年度分 3,008,211,056 100.57% 2,991,204,700 96.51% 3,099,383,400 98.73% 3,139,225,500 95.89% 3,273,867,900 108.10%

滞納繰越分 676,736,755 96.48% 701,437,265 95.09% 737,629,195 93.97% 784,990,004 82.64% 949,923,609 86.59%

合計 3,684,947,811 99.79% 3,692,641,965 96.24% 3,837,012,595 97.78% 3,924,215,504 92.91% 4,223,791,509 102.38%

現年度分 2,681,693,385 100.76% 2,661,540,590 96.60% 2,755,269,201 98.89% 2,786,267,543 96.15% 2,897,817,303 108.63%

滞納繰越分 224,906,995 98.44% 228,460,012 93.98% 243,106,323 104.30% 233,074,027 105.47% 220,984,923 108.01%

合計 2,906,600,380 100.57% 2,890,000,602 96.39% 2,998,375,524 99.31% 3,019,341,570 96.81% 3,118,802,226 108.59%

現年度分 326,517,671 99.05% 329,664,110 95.80% 344,114,199 97.49% 352,957,957 93.86% 376,050,597 104.21%

滞納繰越分 451,829,760 95.53% 472,977,253 95.64% 494,522,872 89.60% 551,915,977 75.72% 728,938,686 81.68%

合計 778,347,431 96.97% 802,641,363 95.71% 838,637,071 92.68% 904,873,934 81.89% 1,104,989,283 88.16%

現年度分 500,000 97.30% 513,900 73.04% 703,600 75.24% 935,200 73.96% 1,264,400 186.88%

滞納繰越分 110,000,000 94.21% 116,758,735 91.80% 127,186,406 81.57% 155,931,639 50.97% 305,946,079 106.38%

合計 110,500,000 94.22% 117,272,635 91.70% 127,890,006 81.53% 156,866,839 51.06% 307,210,479 106.57%

現年度分 0 0.00% 792,800 82.35% 962,700 216.19% 445,300 100.02% 445,200 87.62%

滞納繰越分 0 - 0 0.00% 23,900 73.09% 32,700 41.71% 78,400 653.33%

合計 0 0.00% 792,800 80.36% 986,600 206.40% 478,000 91.29% 523,600 100.67%

現年度分 326,003,771 98.81% 329,943,010 95.81% 344,373,299 97.70% 352,468,057 93.93% 375,231,397 104.03%

滞納繰越分 335,071,025 94.06% 356,218,518 96.97% 367,360,366 92.76% 396,017,038 93.61% 423,071,007 69.94%

合計 661,074,796 96.34% 686,161,528 96.41% 711,733,665 95.09% 748,485,095 93.76% 798,302,404 82.67%

現年度分
89.15% 0.19% 88.95% 0.08% 88.87% 0.13% 88.74% 0.24% 88.50% 0.43%

滞納繰越分
33.23% 0.66% 32.57% -0.39% 32.96% 3.27% 29.69% 6.43% 23.26% 4.61%

合計 78.88% 0.64% 78.24% 0.12% 78.12% 1.19% 76.93% 3.10% 73.83% 4.22%

繰越額
(滞納繰越額)
(Ｃ)－(Ｄ)＋(Ｅ)
             （Ｆ）

収納率
（Ｂ）-(E)／（Ａ）

調定額(Ａ)

収入額(Ｂ)

収入未済額
(Ａ)－(Ｂ)

           （Ｃ）

不納欠損額
     （Ｄ）

還付未済額
         （Ｅ）

国 民 健 康 保 険 料 ( 税 ) 収 納 状 況

区   分

平成25年度 平成24年度 平成23年度平成26年度平成27年度(見込)

資料 ２ 
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(単位：千円) 歳入説明

決算額  Ａ 構成比 増減額Ａ－Ｂ 増減率 決算額  B 構成比

①保険料(税) 2,890,001 18.5% -108,375 -3.6% 2,998,376 19.3%

②国庫支出金 3,787,623 24.3% 235,015 6.6% 3,552,608 22.8%

③前期・療養給付費等交付金 4,868,221 31.2% -351,482 -6.7% 5,219,703 33.5%

④県支出金 757,561 4.9% -12,502 -1.6% 770,063 4.9%

⑤共同事業交付金 1,907,324 12.2% 159,889 9.1% 1,747,435 11.2%

⑥基金繰入金 0 0.0% 0 － 0 0.0%

⑦繰越金 0 0.0% 0 － 0 0.0%

⑧一般会計繰入金 1,210,355 7.8% 94,402 8.5% 1,115,953 7.2% 歳出説明

⑨一般会計その他繰入金 150,000 1.0% 50,000 50.0% 100,000 0.6%

⑩その他 43,975 0.3% -10,781 -19.7% 54,756 0.4%

歳入合計 15,615,060 100.0% 56,166 0.4% 15,558,894 100.0%

決算額  Ａ 構成比 増減額Ａ－Ｂ 増減率 決算額  B 構成比

①総務費 336,699 2.1% 9,521 2.9% 327,178 2.1%

②保険給付費 10,620,394 66.3% 79,996 0.8% 10,540,398 66.4%

③後期高齢者支援金等 1,857,101 11.6% -52,613 -2.8% 1,909,714 12.0% 補足

④前期高齢者納付金等 1,439 0.0% -505 -26.0% 1,944 0.0%

⑤介護納付金 766,227 4.8% -27,870 -3.5% 794,097 5.0%

⑥共同事業拠出金 1,856,952 11.6% 72,201 4.0% 1,784,751 11.3%

⑦保健事業費 137,939 0.9% 4,983 3.7% 132,956 0.8%

⑧繰上充用金 303,889 1.9% 101,309 50.0% 202,580 1.3%

⑨その他(諸支出金、基金積立金) 141,534 0.9% -27,631 -16.3% 169,165 1.1%

歳出合計 16,022,174 100.0% 159,391 1.0% 15,862,783 100.0%

歳入合計  － 歳出合計  -407,114 歳入不足 -303,889 歳入不足

歳　出　科　目
平成26年度決算 差　　引 平成２５年度決　算

平 成 ２ ６ 年 度 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 決 算 状 況

歳　入　科　目
平成26年度決算 差  　引 平成２５年度決　算

資料 ３ 

①現年分徴収率は微増となるが、加入者の減少から調
定額が1.4億円減少し、保険料収入も減少した。 
②財政調整交付金の増、及び保険給付費の増加に伴
う療養給付費負担金の増。 
③前期高齢者交付金現年概算分は増加するものの、２
年前の精算分が減算となったため。退職者医療加入者
の減により療養給付費交付金が減。 
⑤共同事業拠出金の増に伴うもの 
⑧一般会計からの法定の繰入れ。保険料軽減範囲が
拡大したことにより基盤安定が増。 
⑨一般会計からの法定外繰り入れ。 
 

①総務管理費実績による。 
②被保険者数は減少するが高齢化、医療の高度化に
よる一人当たり医療費の増。 
③後期高齢者支援金現年概算分は増加するものの、２
年前の精算分が減算となったため。 
⑤介護納付金現年概算分は増加するものの、２年前の
精算分が減算となったため。 
⑥高額医療共同事業拠出金の負担増 
⑦人間ドック受診者の増。 
⑨償還金実績による。 

歳入③前期交付金…65-75才が多いこと 
歳出③後期支援金…後期高齢者医療への拠出 
歳出⑤介護納付金…介護２号加入者の保険料 
について 
 いずれも算出にあたっては、被保険者数に支払基金
の示す概算の単価を乗じたものとなる。ただし、２年後
に確定単価により過不足を精算することになる。今回は
平成２４年度の概算単価が多大であったため減額となっ
た。２６年度概算単価は上昇しているものの前年比として
は減少するものである。（本市の２４年度一人当たり医
療費を見ると数年の流れと比べ微増でとどまってい
る。） 
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(単位：千円)

決算額  Ａ 構成比 増減額Ａ－Ｂ 増減率 決算額 B 構成比 歳入説明

①保険料(税) 2,906,601 16.6% 16,600 0.6% 2,890,001 18.5%

②国庫支出金 3,530,471 20.1% -257,152 -6.8% 3,787,623 24.3%

③前期・療養給付費等交付金 4,913,563 28.0% 45,342 0.9% 4,868,221 31.2%

④県支出金 842,588 4.8% 85,027 11.2% 757,561 4.9%

⑤共同事業交付金 3,842,537 21.9% 1,935,213 101.5% 1,907,324 12.2%

⑥基金繰入金 0 0.0% 0 #DIV/0! 0 0.0%

⑦繰越金 0 0.0% 0 #DIV/0! 0 0.0%

⑧一般会計繰入金 1,469,671 8.4% 259,316 21.4% 1,210,355 7.8%

⑨一般会計その他繰入金 0 0.0% -150,000 -100.0% 150,000 1.0%

⑩その他 35,542 0.2% -8,433 -19.2% 43,975 0.3%

歳入合計 17,540,973 100.0% 1,925,913 12.3% 15,615,060 100.0%

歳出説明

決算額  Ａ 構成比 増減額Ａ－Ｂ 増減率 決算額  Ａ 構成比

①総務費 339,413 1.9% 2,714 0.8% 336,699 2.1%

②保険給付費 10,579,797 59.1% -40,597 -0.4% 10,620,394 66.3%

③後期高齢者支援金等 1,824,285 10.2% -32,816 -1.8% 1,857,101 11.6%

④前期高齢者納付金等 1,219 0.0% -220 -15.3% 1,439 0.0%

⑤介護納付金 672,593 3.8% -93,634 -12.2% 766,227 4.8%

⑥共同事業拠出金 3,766,798 21.1% 1,909,846 102.8% 1,856,952 11.6%

⑦保健事業費 155,935 0.9% 17,996 13.0% 137,939 0.9%

⑧繰上充用金 407,114 2.3% 103,225 34.0% 303,889 1.9%

⑨その他(諸支出金、基金積立金) 141,470 0.8% -64 0.0% 141,534 0.9%

歳出合計 17,888,624 100.0% 1,866,450 11.6% 16,022,174 100.0%

歳入合計  － 歳出合計  -347,651 歳入不足 -407,114 歳入不足

歳入科目

歳出科目

差  引

差  引
平成27年度決算見込

み
平成26年度決算

平成26年度決算平成27年度決算見込み

平成２７年度国民健康保険事業特別会計 決算見込 状況

①事務経費であり、今後減少する見込である。 
②被保険者数の減少による。 
③後期高齢者支援金の拠出。1人当たり負担額は
増えたが、２年前の精算額が大きいため。 
④前年並み。 
⑤対象となる40～64歳までの被保険者数の減少。
1人当たり負担額も初めて減少した。 
⑥財政安定化共同事業の制度改正により大幅増
加となる。歳入⑤の交付金と差し引きすると約
４千万円の交付過多となる。 
⑦人間ドック受診者の増加の見込み。 
⑧26年度歳入不足額の繰上充用。 
⑨平成26年度分の療養給付費補助金の確定によ
る返還金が主なものとなる。 

資料 ４ 

①保険料改定による増加。被保険者数及び所得
の減少による調定総額の減少。現年度分徴収率
は前年より0.2ポイント増と見込む。 
②他の補助金・交付金との調整がなされるため
減少となる見込み。 
③前期高齢者交付金の増加。 
④普通調整交付金の増加。 
⑤制度改正による増加。 
⑥本年度の基金取り崩しの予定なし。 
⑦前年度赤字のため。 
⑧一般会計からの法定の繰入れ。基盤安定繰入
金の制度改正による増加。 
⑨歳入不足が見込まれるが、現時点では一般会
計からの繰り入れが見込めないため。 
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（単位：千円）

平成２７年度 平成２６年度 平成２５年度 平成２４年度
決算見込 決　算 決　算 決算

2,752,986 2,704,748 2,777,219 2,767,250

153,615 185,253 221,157 252,092

2,906,601 2,890,001 2,998,376 3,019,342

小　計 2,318,423 2,570,470 2,461,874 2,379,846

0 0 0

90,569 91,128 84,801 90,469

普通 936,674 940,722 918,853 836,960
特別 168,981 168,981 69,844 201,871

小　計 1,105,655 1,109,703 988,697 1,038,831

0 0 0

0 0 140

0 1,691 1,940

9 16 158

15,824 16,313 15,529 16,369

3,530,471 3,787,623 3,552,608 3,527,754

小　計 702,646 771,577 978,581 897,917

4,210,917 4,096,644 4,241,122 4,152,521

90,569 91,128 84,801 90,469

普通 552,030 465,955 445,079 437,386
特別 184,165 184,165 224,654 217,231

小　計 736,195 650,120 669,733 654,617

15,824 16,313 15,529 16,369

842,588 757,561 770,063 761,455

3,842,537 1,907,324 1,747,435 1,692,604

907,685 667,015 587,656 610,036

337,406 334,143 322,688 322,358

36,141 37,271 42,659 39,498

188,439 171,926 162,950 158,043

150,000 100,000 0

0 0 10,000

1,469,671 1,360,355 1,215,953 1,139,935

0 0 0 0

2,007 2,549 2,716 2,772

1 1 1 1

小　計 800 624 904 1,258

小　計 550 5,169 3,562 2,714

小　計 10,000 16,148 18,882 17,774

22,184 19,484 28,691 27,414

0 0 0

35,542 43,975 54,756 51,934

17,540,973 15,615,060 15,558,894 15,243,461

合　計

歳  入  合  計

前年度繰越金

諸
収
入

使用料及び手数料

財産収入

延滞金

返納金

第三者納付金

その他

預金利子

共同事業交付金

繰
入
金

保険基盤安定等(含保険者支援）

職員給与費等

出産育児一時金等　　　

財政安定化支援事業

その他繰入金

基金繰入金

合　　計

前期高齢者交付金

県
支
出
金

高額共同事業負担金

財政調整交付金

特定健診等負担金

合　計

災害臨時特例補助金

特定健診等負担金

合　　計

療養給付費交付金

国
庫
支
出
金

療養給付費負担金

合        計

高額共同事業負担金

財政調整交付金

介護従事者処遇改善臨時交付金

出産育児一時金補助金

高齢者医療制度円滑運営事業費補助金

老人保健医療費負担金

小　計

退職 小　計

収支決算状況及び見込み

歳　　入

保
険
料

(

税

)

一般

資料 ５ 
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収支決算状況及び見込み 資料 ５ 

平成２７年度 平成２６年度 平成２５年度 平成２４年度
決算見込 決　算 決　算 決算

247,289 239,836 230,106 229,932
41,350 45,730 43,928 45,559

273 193 132 128
50,501 50,940 53,012 51,570

339,413 336,699 327,178 327,189

8,682,362 8,699,649 8,527,194 8,245,674
36,915 36,667 38,169 35,267

1,174,320 1,163,639 1,095,397 1,076,213
0 0 0 0

54,212 55,933 64,019 59,416
4,400 4,460 3,920 4,320

9,952,209 9,960,348 9,728,699 9,420,890
499,420 538,684 664,400 659,207

1,467 1,681 2,030 2,776
96,660 89,882 109,693 106,149

0 0 0 0
597,547 630,247 776,123 768,132
30,041 29,799 35,576 35,785

10,579,797 10,620,394 10,540,398 10,224,806

小　計 1,824,210 1,857,027 1,909,634 1,839,598

1,219 1,439 1,944 1,926

75 74 80 90

672,593 766,227 794,097 759,396

小　計 3,766,798 1,856,952 1,784,751 1,841,309

73,150 66,253 64,295 65,038
8,378 7,839 7,547 7,864

55,817 50,455 45,144 43,199
18,590 13,392 15,970 13,324

0 0 206

155,935 137,939 132,956 129,631

7,270 6,891 4,950 4,660
150 112 4 17

0 134,288 164,094 144,363
0 0 0 3,267

200 240 116 222
3 2 0 0

133,846 0 0 0

141,469 141,533 169,164 152,528

0 0 0 0

407,114 303,889 202,580 169,567

1 1 1 1

17,888,624 16,022,174 15,862,783 15,446,041

-347,651 -407,114 -303,889 -202,580

59,463 -103,225 -101,309 -33,013

歳　出　合　計

実質収支（累積繰越額）

単年度収支（除：繰越、繰上充用）

還付加算金

償還金

合　計

予　備　費

繰上充用金

基金積立金

合　計

諸
支
出
金

一
般
分

還付金

還付加算金

償還金

被保険者還付金

退
職
分

還付金

介護納付金

共同事業拠出金

保
健
事
業
費

特定健康診査

特定保健指導事業費

疾病予防事業

保健事業支援サービス事業

健康家庭表彰事業

審査支払手数料

合　計

後期高齢者支援金等

前期高齢者納付金等

老人保険拠出金

小　計

退
職
分

療養給付費

療養費

高額療養費

移送費

小　計

合　計

保
険
給
付
費

一
般
分

療養給付費

療養費

高額療養費

移送費

出産育児一時金

葬祭費

歳　　出

総
務
費

総務管理費

賦課徴収費

運営協議会費

特別対策事業費
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○　糖尿病性腎症重症化予防事業

事業完了者数（平成２７年度は見込み）
平成25年度 平成26年度 平成27年度

31 22 18

○　受診行動適正化事業実施状況

事業完了者数（平成２７年度は見込み）
平成25年度 平成26年度 平成27年度

10 10 10

　　対象とした者（下記に該当する５０歳以上の者）

・重複受診者…１カ月間に同系の疾病を理由に、３医療機関以上受診している人を対象
⇒対象者なし

・頻回受診者…１カ月間に12回以上受診している患者を対象
⇒対象者２０名

訪問指導実施　１０名

○国保人間ドック事業 総括表（資料1）参照
○特定健診 総括表（資料1）参照
○特定保健指導 総括表（資料1）参照

保健事業実施状況 資料 ６ 

資料６-1



ジェネリック医薬品普及状況

後発品普及率(全薬品)

診療年月 平成22年9月 平成23年9月 平成24年9月 平成25年9月 平成26年9月 平成27年9月

薬剤費総額 198,247,520 255,331,937 226,488,670 223,527,301 257,217,882 263,587,598

先発金額（削減可能） 17,481,974 15,797,200 12,744,032 12,903,812 12,389,881 10,176,327

先発金額（削減不可） 166,642,582 220,723,536 194,335,277 189,945,835 217,754,170 221,639,080

先発品薬剤費 184,124,556 236,520,736 207,079,309 202,849,647 230,144,051 231,815,407

後発品薬剤費 14,122,964 18,811,201 19,409,361 20,677,654 27,073,831 31,772,191

後発品普及率(金額) 7.12% 7.37% 8.57% 9.25% 10.53% 12.05%

薬剤総量 4,206,534 4,578,254 4,248,520 4,409,238 4,863,641 4,768,827

先発品薬剤総量 3,452,447 3,730,046 3,371,558 3,466,904 3,694,538 3,517,138

後発品薬剤総量 754,087 848,208 876,962 942,334 1,169,103 1,251,689

後発品普及率(数量) 17.93% 18.53% 20.64% 21.37% 24.04% 26.25%

後発品普及率(後発品のない先発品を除く)

診療年月 平成22年9月 平成23年9月 平成24年9月 平成25年9月 平成26年9月 平成27年9月

薬剤費総額 198,247,520 255,331,937 226,488,670 223,527,301 257,217,882 263,587,598

先発金額（削減可能） 61,044,956 68,292,527 61,485,162 59,508,873 57,805,915 54,376,324

先発金額（削減不可） 123,079,600 168,228,209 145,594,147 143,340,774 172,338,136 177,439,083

先発品薬剤費 184,124,556 236,520,736 207,079,309 202,849,647 230,144,051 231,815,407

後発品薬剤費 14,122,964 18,811,201 19,409,361 20,677,654 27,073,831 31,772,191

後発品普及率(金額) 18.79% 21.60% 23.99% 25.79% 31.90% 36.88%

薬剤総量 4,206,534 4,578,254 4,248,520 4,409,238 4,863,641 4,768,827

先発総量（削減可能） 1,549,431 1,334,465 1,331,130 1,241,700 1,139,598

先発総量（削減不可） 2,180,615 2,037,093 2,135,774 2,452,838 2,377,540

先発品薬剤総量 3,452,447 3,730,046 3,371,558 3,466,904 3,694,538 3,517,138

後発品薬剤総量 754,087 848,208 876,962 942,334 1,169,103 1,251,689

後発品普及率(数量) 35.38% 39.66% 41.45% 48.49% 52.34%

切り替え勧奨通知発送状況

平成23年4月 平成23年8月 150円以上 1,766 4,463 2,381 3,325

平成24年4月 平成24年8月 100円以上 1,079 2,446 3,619 5,651

平成25年4月 平成25年8月 100円以上 1,669 3,282 4,317 7,331

平成26年4月 平成26年8月 100円以上 1,600 2,440 5,111 10,475

平成27年4月 平成27年8月 150円以上 1,358 3,061 5,266 12,530

※数量シェア目標

①平成２９年央に７０％以上

②平成３０年度から平成３２年度末までの間のなるべく早い時期に８０％以上

対象レセプトの
診療年月

通知書送付 発送翌月のレセプトで確認

発送年月
対象条件

薬剤費削減額
通知書数

（枚）
削減可能額

（千円）
切り替え人数

（人）
削減効果額

（千円）

資料 ６ 
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１ 構造的課題

２ 財政の現状

３ 法律の概要

４－１ 制度の安定化（公費拡充）

４－２ 財政支援の拡充

４－３ 保険者努力支援制度

４－４ 財政安定化基金

５－１ 制度の安定化
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５－４ 賦課徴収の仕組み

５－５ 事業費納付金

５－６ 国保運営方針

国保制度改革に関する資料

資料 ７ 

資料７



Ｂ 全

１ 構造的課題 17 38 制度資料１

２ 財政の現状 18 19 制度資料２

３ 法律の概要 13 56 制度資料３

４－１ 制度の安定化（公費拡充） 44 40 制度資料４-１

４－２ 財政支援の拡充 45 41 制度資料４-２

４－３ 保険者努力支援制度 48 ｘ 制度資料４-３

４－４ 財政安定化基金 50 ｘ 制度資料４-４

５－１ 制度の安定化 53 42 制度資料５-１

５－２ 県と市の役割 55 43 制度資料５-２

５－３ 財政の仕組み 57 44 制度資料５-３

５－４ 賦課徴収の仕組み 58 46 制度資料５-４

５－５ 事業費納付金 60 ｘ 制度資料５-５

５－６ 国保運営方針 67 ｘ 制度資料５-６

資料７


